
  

 

 

 

 

 

 

第 610 号

（木）号 

 

発行 税理士法人 KJグループ 

〒536-0006大阪市城東区野江 4丁目 11番 6号 

TEL：（06）6930-6388 

FAX：（06）6930-6389 

  

 

 

「デジタル給与払い」の利用意向 
市場規模は約1.3兆円と推計する 

 

ＮＴＴデータ経営研究所が20代～60代の１万人を対象に実施した「デジタル給与払いの利用意向に関す

る意識調査」結果によると、就業者のうち、デジタル給与払いを「利用したい」と回答した人は約６％

存在し、国内において約440万人の就業者にデジタル給与の利用意向があると推計される。デジタル給与

の利用希望者が、デジタル給与で毎月受け取りたい金額の平均は約８万円あり、月収の約20％を占める。 

年代別にデジタル給与の利用意向について質問をしたところ、「ぜひ使いたい」と答えた人が全体の

６％、「どちらかといえば使いたい」と答えた人が16％存在した。また、「ぜひ使いたい」、「どちら

かといえば使いたい」と答えた人の合計は、20代が35％、30代が26％、40代が21％、50代と60代が13％

となり、年齢が若くなるにつれてデジタル給与の利用意向が高くなることが分かる。 

今回のアンケート結果より、デジタル給与で毎月受け取りたい平均額は約8.3万円、年代別平均月収に占

めるデジタル給与の割合は平均で22.1％となった。 

また、集計されたデジタル給与の利用意向割合と、年代別のデジタル給与受取希望金額、年代別就業人

口のデータを基にデジタル給与払いの市場規模を推計した結果、デジタル給与導入初期に銀行口座から

流出する（デジタル給与払いとなる）と考えられる金額は約1.3兆円にのぼる。 

 

 

24年度与党税制改正大綱を公表 
定額減税や賃上げ税制強化が柱 

 

2024年度与党税制改正大綱が12月14日、公表された。来年度税制改正では、物価上昇を上回る賃金上昇

の実現を最優先課題とした。１人当たり４万円の所得税などの定額減税のほか、賃上げ税制を強化し、

賃上げにチャレンジする企業の裾野を広げる。さらに、中小企業の中堅企業への成長を後押しする税制

も組み合わせることで、賃金が物価を上回る構造を実現し、国民がデフレ脱却のメリットを実感できる

環境を作るとした。 

所得税・個人住民税の定額減税は、納税者（合計所得金額1805万円超（給与収入のみの場合、給与収入

2000万円超に相当）の高額所得者は対象外とする）及び配偶者を含めた扶養家族１人につき、2024年分

の所得税３万円、2024年度分の個人住民税１万円の減税を行うこととし、2024年６月以降の源泉徴収・

特別徴収等、実務上できる限り速やかに実施する。定額減税による個人住民税の減収額は、全額国費で

補填する。 

賃上げ促進税制の強化については、賃上げのけん引役として期待される従業員数2000人超の大企業につ

いて、継続雇用者の給与等支給額の増加に応じた控除率の上乗せについて、さらに高い賃上げ率の要件

を創設し、従来の４％に加え、５％、さらには７％の賃上げを促していく。中小企業においても、新た

に繰越控除制度を創設し、これまで制度を利用できなかった赤字企業に対しても賃上げにチャレンジす

る後押しをする。 

 


